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市
町
村
が
運
営
し
て
き
た
国
民

健
康
保
険
は
平
成
30
年
度
か
ら

都
道
府
県
が
財
政
運
営
の
責
任
主
体
に

な
る
が
、
資
格
管
理
・
保
険
給
付
・
保

険
料
率
の
決
定
・
賦
課
・
徴
収
・
保
険

事
業
等
に
つ
い
て
は
市
町
村
で
引
き
続

き
担
う
こ
と
と
な
る
。

　

政
府
の｢

都
道
府
県
化｣

を
求
め
る

過
程
で
、
全
国
知
事
会
が｢

構
造
的
問

題｣

が
あ
る
と
し
て
、
抜
本
的
な
公
費

の
投
入
を
要
求
し
、
平
成
26
年
度
に
９

８
０
億
円
、
27
年
度
に
は
１
７
０
０
億

円
の
財
政
支
援
を
実
施
し
、
移
行
予
定

の
30
年
度
に
は
３
４
０
０
億
円
の
公
費

投
入
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

　

厚
労
省
は
27
年
度
の
保
険
者
支
援
の

資
料
の
中
で
、｢

被
保
険
者
の
保
険
料

負
担
の
軽
減
や
そ
の
伸
び
の
抑
制
が
可

能｣

と
記
し
て
い
る
。

　

幕
別
町
で
は
、
国
保
世
帯
全
体
の
17

％
で
あ
る
７
４
３
世
帯
で
滞
納
が
あ

り
、
高
す
ぎ
る
保
険
料
、
払
え
な
い
窓

口
負
担
、
こ
の
実
態
を
改
善
し
て
い
く

こ
と
は
住
民
の
命
と
健
康
を
守
る
た
め

に
も
必
要
で
あ
り
、
改
善
を
求
め
、
以

下
の
点
に
つ
い
て
伺
う
。

(1)
平
成
27
年
度
財
政
支
援
に
よ
る
町
民

の
世
帯
数
と
支
援
額
は
。

(2)
一
部
負
担
金
減
免
制
度
の
実
績
は
。

(3)
町
民
負
担
の
軽
減
に
つ
な
げ
る
た

め
、
こ
れ
か
ら
も
必
要
に
応
じ
た
繰
り

入
れ
を
。

(4)
国
保
に｢

境
界
層
措
置｣

を
設
け
る

べ
き
で
は
な
い
か
。

(5)
均
等
割
は
子
ど
も
が
多
い
世
帯
ほ
ど

負
担
が
重
い
。
子
育
て
支
援
に
逆
行
し

て
い
る
負
担
割
合
の
引
き
下
げ
を
。

(6)
広
域
化
に
向
け
て
の
準
備
は
。

(1)
７
割
軽
減
の
対
象
が
１
２

０
９
世
帯
、
５
割
軽
減
の
対
象
が
６
５

９
世
帯
、
２
割
軽
減
の
対
象
が
４
９
５

世
帯
、
合
計
で
２
３
６
３
世
帯
が
財
政

支
援
の
対
象
と
な
っ
て
お
り
、
支
援
額

は
３
３
１
８
万
３
０
０
０
円
で
あ
る
。

(2)
平
成
23
年
度
は
、
免
除
１
件
と
減
額

１
件
の
計
２
件
、
24
年
度
は
、
免
除
１
件
、

25
年
度
と
26
年
度
の
実
績
は
な
い
。

　

相
談
件
数
に
つ
い
て
は
、
平
成
24
年

度
が
認
定
件
数
を
除
き
９
件
、
25
年
度

が
７
件
、26
年
度
が
６
件
の
実
績
で
あ
る
。

(3)
国
民
健
康
保
険
が
抱
え
る
構
造
的
な

問
題
と
し
て
、
加
入
者
に
高
齢
者
や
低

所
得
者
が
多
く
、
一
方
で
医
療
費
は
毎

年
増
加
傾
向
に
あ
り
、
本
町
に
お
い
て

も
、
一
般
会
計
か
ら
の
法
定
外
繰
り
入

れ
を
行
っ
て
き
て
い
る
。
医
療
費
の
抑

制
に
向
け
た
取
組
や
収
納
対
策
等
を
一

層
推
進
し
、
健
全
な
国
保
会
計
の
運
営

に
努
め
な
が
ら
、
そ
の
都
度
、
財
政
や

経
済
状
況
を
勘
案
し
、
国
民
健
康
保
険

に
加
入
し
て
い
な
い
町
民
と
の
負
担
の

公
平
性
に
配
慮
し
な
が
ら
慎
重
に
対
応

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
。

(4)
介
護
保
険
制
度
で
は
、
境
界
層
措
置

（
保
険
料
を
支
払
う
と
生
活
保
護
に
該

当
す
る
場
合
は
、
生
活
保
護
を
必
要
と

し
な
く
な
る
所
得
基
準
ま
で
減
免
す

る
）
が
設
け
ら
れ
て
い
る
が
、
医
療
保

険
制
度
で
の
実
施
は
な
い
。
国
が
医
療

保
険
上
の
制
度
と
し
て
、
財
源
措
置
を

含
め
て
講
じ
る
べ
き
も
の
と
認
識
し
て

お
り
、
現
状
、
町
単
独
で
の
実
施
は
考

え
て
い
な
い
が
、
昨
年
５
月
の
国
保
法

改
正
に
対
す
る
国
会
の
附
帯
決
議
を
受

け
国
が
検
討
し
て
い
る
と
聞
い
て
い
る

の
で
、
そ
の
動
向
を
注
視
し
て
い
く
。

(5)
国
民
健
康
保
険
税
の
標
準
賦
課
（
課

税
）
総
額
に
つ
い
て
は
、
地
方
税
法
に

規
定
さ
れ
て
お
り
、
受
益
に
応
じ
た
応

益
負
担
と
負
担
能
力
に
応
じ
た
応
能
負

担
の
原
則
に
基
づ
き
、
適
切
に
負
担
を

求
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
た

め
、
現
状
で
多
子
世
帯
の
負
担
金
割
合

の
引
き
下
げ
を
実
施
す
る
こ
と
は
考
え

て
い
な
い
が
、
「
境
界
層
措
置
」
と
同
様

に
、
国
が
検
討
し
て
い
る
と
聞
い
て
い

る
の
で
、
そ
の
動
向
を
注
視
し
て
い
く
。

(6)
昨
年
８
月
か
ら
北
海
道
と
市
町
村
に

よ
る
協
議
を
開
始
し
て
お
り
、
各
市
町

村
の
納
付
金
額
の
算
定
ル
ー
ル
や
標
準

保
険
料
率
、
北
海
道
の
国
保
運
営
の
統

一
的
な
方
針
と
な
る
国
保
運
営
方
針
に

つ
い
て
、
平
成
29
年
度
中
の
策
定
に
向

け
検
討
し
て
い
る
。

　

答問
赤
字
会
計
で
あ
る
こ
と
は
変
わ
ら
な
い
た
め
、
考
え
て

い
な
い
。
今
後
も
国
に
対
し
て
財
政
支
援
を
求
め
る
。

国
民
健
康
保
険
の
財
政
安
定
化
に
伴
う
財
政
支
援
を

利
用
し
た
町
独
自
の
減
免
制
度
を

問

町
　
長

荒　貴賀
　　　　　　　議員
（日本共産党
　幕別町議員団）

所得階層

世帯数（世帯） 人数（人） 世帯構成比率（％）

Ｈ 25

年度

Ｈ 26

年度

Ｈ 25

年度

Ｈ 26

年度

Ｈ 25

年度

Ｈ 26

年度

0～ 100 万円未満 2375 2320 3410 3252 53.6 53.6

100 ～ 200 万円未満 1048 997 1965 1811 23.6 23.0

200 ～ 300 万円未満 390 388 924 865 8.8 9.0

300 ～ 400 万円未満 161 157 390 394 3.6 3.6

400 ～ 500 万円未満 93 87 237 228 2.1 2.0

500 万円以上 367 383 1374 1400 8.3 8.8

計 4434 4332 8300 7950 100.0 100.0

◆国保加入の所得階層内訳（医療費分）
（各年度３月 31 日現在）
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